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2.6.  シミュレーションモデル 
 
2.6.1. モデルの概要 
エアロゾルの発生源別寄与濃度や対策効果の評価、将来予測などを行うシミュレーショ

ンモデル（化学物質輸送モデル、拡散モデル）についてレビューする。前項 2.5 のレセプ

ターモデルが測定地点（レセプター）での測定結果から発生源寄与を推計するモデルであ

るのに対し、シミュレーションモデルは、発生源からの汚染物質の輸送と変質をシミュレ

ートしてレセプターでの汚染濃度を推計するモデルである。 
各種発生源から排出されたガスやエアロゾルは、風下方向に移流しながら風の乱れによ

って水平および鉛直方向に拡散する。多くのガスやエアロゾルは大気中において物理的化

学的に変質し、新たなエアロゾルを生成したり他のエアロゾルに変化したりする。最終的

にエアロゾルは、雲や降水に取り込まれたり（湿性沈着）、風の乱れ等によって地表面に運

ばれたり（乾性沈着）、重力沈降によって大気中から除去される。このように、エアロゾル

のライフサイクルは、発生（排出）、移流・拡散、生成・変質、除去の四つのプロセスから

なり、エアロゾルのモデリングにおいてはこれらの各プロセスをモデル化することになる。

エアロゾルの時空間変化は、発生項、移流・拡散項、生成・変質項、除去項からなる微分

方程式で表現され、このモデル式を解くことによって大気中のエアロゾル濃度を計算する

ことができる。 
 
2.6.1.1. 解析型モデルと数値型モデル 

シミュレーションモデルは大きく２種類に分類できる。その一つは様々な仮定を設定し

て解析解が得られるところまで簡略化する解析型モデルである。もう一つは、計算機を使

って微分方程式を数値的に計算することによって大気汚染濃度を計算するもので数値型モ

デルと呼ばれる。 
解析型モデルは定常モデルであり、その簡略性のため主として行政目的に使用される頻

度が高く、代表例としてはプルームモデルやパフモデルがある。解析型モデルは現象を簡

単化する様々な仮定のもとで成立するモデルで、複雑な現象（複雑な気流場での現象、非

定常現象、複雑な反応・沈着過程を伴う現象等）に対しては基本的に適用できない。また、

解析型モデルでは、エアロゾルの粒径分布を考慮せずに単一粒径として取り扱い、また、

エアロゾルの生成・成長過程などを無視するのが一般的である。 
一方、数値型モデルは非定常モデルで、地表面に固定された座標系に基づくオイラー型

モデルと大気の流れと共に動く座標系に基づくラグランジュ型モデルに大別される。オイ

ラー型モデルにはボックスモデル(０次元モデルや１次元モデル)やグリッドモデル（１～

３次元モデル）、ラグランジュ型モデルにはトラジェクトリモデル（流跡線上の濃度変化を

計算するモデル）などが含まれる。実大気において発生源別寄与率を計算する場合には３

次元オイラー型モデル（グリッドモデル）が使用されることが多い。３次元オイラー型モ

デルは計算領域を多数のグリッド（格子）によって分割し、地表面に固定した座標系に基

づく基礎方程式を数値的に積分計算するもので、汚染濃度分布の時空間変化を計算するの

に適している。一般的に、３次元オイラー型モデルは計算量が多大となるために高濃度事

例のような短期間のシミュレーションに使用されることが多かったが、最近では計算機性
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能や計算アルゴリズムの進歩によって年間シミュレーションのような長期間計算も行われ

ている。３次元オイラー型モデルは、多くの発生源から排出された多成分の汚染物質が化

学反応により相互影響し合う場合や気流構造が複雑な場合にも適用できる。また、一般的

に、エアロゾルについては、その粒径分布や生成・成長過程が考慮される。 
 

2.6.1.2. エアロゾルモデル 
エアロゾルモデルは、核生成やエアロゾルの凝縮／蒸発、凝集などの諸過程を計算する

モデルであり、一般的に、粒径の取り扱いにより modal model と sectional model に区分

される。modal model は、対数正規分布などの粒径分布を仮定し、核生成モード、蓄積モ

ード、粗大粒子モードのように区分して、各モ－ド毎の濃度を計算するモデルである。こ

のモデルを使って PM2.5 を計算する場合には、蓄積モードが最も重要になる。一方、

sectional model は、粒径を複数の粒径幅を分割して各粒径幅の濃度を計算するモデルであ

り、核生成やエアロゾルの成長・収縮を計算する場合に有効であるが、計算量は modal 
model よりも増加する。欧米で開発された主なエアロゾルモデルを表 2.6.1 に示す(Holmes
と Morawska(2006))。 
 無機エアロゾルの気相とエアロゾル相の分配を記述する熱力学モデルには平衡モデルと

非平衡モデルがあるが、一般的に３次元オイラー型モデルで使用する場合には、計算負荷

の小さい熱力学平衡モデル（例えば、ISSOROPIA（Nenes ら(1998)））が使用され、NO3-, 
SO42-, Cl-, NH4+, Na+のような無機エアロゾル濃度が計算される。NO3-の場合、HNO3ガ

スが海塩エアロゾルと反応して NaNO3 エアロゾルを生成することにより粗大エアロゾル

(course mode)の割合が増加し、地表面に沈着しやすくなるが、このプロセスを無視してい

るモデルが多い。 
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   表 2.6.1 エアロゾルモデルの例 (Holmes と Morawska(2006)) 

 
  
 二次有機エアロゾル(SOA)の生成モデルは、empirical model（経験的モデル）と

mechanism model（詳細反応過程モデル）に大別される。ここで empirical model とは、

室内実験の結果を用いて、SOA の前駆気体である VOC の酸化反応で直接的にエアロゾル

の生成量を経験的に計算するモデルである(例えば、Odum ら(1996)、 Schell ら(2001))。
従って、このモデルは大気中で生成される中間生成物(半揮発性有機化合物 SVOC など)を
考慮せず、酸化するVOCと最終生成物としての仮想的なSOAのみが考慮される。従って、

SOA の生成量は基本的に VOC とラジカルの量によって決まるが、その生成効率は温度や

エアロゾル量によって変化する。一方、mechanism model は、室内実験で得られた生成

効率そのものは使わずに、VOC の酸化生成物に続いて起こる化学反応をできるだけ正確に

再現し、エアロゾルを生成しうる蒸気圧の低い酸化物の生成量を算出するモデルである。

Mechanism model は empirical model とは異なり、反応で生成される SVOC を考慮し、

大気中に実際に存在する成分に対応する形でエアロゾル濃度が計算される。但し、実際に

３次元オイラー型モデルで使う場合には、類似の反応性や反応過程を持つ物質をグルーピ

ングすることによって簡略化したモデルが使用される（例えば、Griffin ら(2002)、Zhang
ら(2004)）。 
 
2.6.1.3. 気象・反応・沈着モデル 
気象モデルは、モデルに必要な各種の気象データを計算するモデルである。移流・拡散

計算用の風速と拡散係数、乾性沈着計算用の接地気層パラメータ、湿性沈着計算用の降水・

雲データ、化学反応計算用の気圧と気温などが気象モデルによって算出される。気象モデ

ルには、①風速・風向・降水量等の気象観測データや客観解析データ（不規則に分布して
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いる観測データを規則正しい格子点に内挿したデータ）を使用するモデル、②気象の物理

過程を数値的に計算する地域気象モデルがある。②は①に比べて多くの計算量を要するが、

大気汚染物質のシミュレーションに必要な各種の気象要素を 3 次元高密度データとして計

算することができるため、3 次元オイラー型モデル用の気象モデルとして利用される。 
化学反応モデルは化学反応過程をモデル化し、化学変化による物質濃度の時間変化を計

算する。化学反応としては気相反応と液相反応が考慮される。化学反応モデルには、①擬

1 次反応を仮定し一定の変換率を設定する簡略型モデル、②反応系を複数の反応式でモデ

ル化し、物質濃度の時間変化を表す連立常微分方程式系を数値積分する詳細型モデルがあ

る。①の代表例には、簡略的なモデルで使われる SO2→SO4反応（変換速度定数 1%/h 程

度）がある。②に関しても多数の反応モデルが提案されており、精緻な３次元オイラー型

モデルに使われる気相反応モデルは、反応式 50～150 本、反応種 30～60 成分程度で構成

される。  
沈着モデルは、ガスとエアロゾルの乾性沈着・湿性沈着による大気中からの除去量を計

算するモデルである。ガスとエアロゾルは地表面への乾性沈着により大気から除去される。

この乾性沈着フラックスは沈着速度と標準高さの物質濃度の積によって表され、沈着速度

は、大気と地表面との間の輸送抵抗を設定し、この抵抗値をモデル式から計算することに

よって与える。また、エアロゾルの乾性沈着には重力沈降が考慮される。一方、降水があ

る場合には大気中の物質は雲粒や雨滴に取り込まれ、液相で反応して、雨や雪と共に地表

に落下（湿性沈着）する。湿性沈着モデルには、①沈着効果を物質濃度の時間減衰式とし

て表現する簡略モデル（減衰係数は洗浄係数と呼ばれ、降水強度やガスの性質、粒径等に

よって変化する）と、②物質が液相に取り込まれ、雲水や雨水と一緒に輸送される過程で

化学変化し、最終的には地上に落下する一連の物理・化学過程をモデル化した詳細モデル

に大別される。 
 
2.6.1.4. 排出モデル 
排出インベントリ（3.2 参照）における排出量データをモデルで使用するためには、時

間・空間・組成分解する必要がある。時間分解する場合には、季節変動、週内変動、日内

変動を考慮する。また、インベントリデータを空間分解して、モデルメッシュ（水平・鉛

直）に割り付ける必要がある。更に、PM と VOC はモデル成分に組成分解する必要があ

る。我が国の代表的な排出インベントリ EAGRID2000(Kannari ら(2007))では、季節・週

内・日内の時間変動が考慮され、水平メッシュも３次メッシュ（約 1km メッシュ）と精

緻であるため、モデルの入力データとして使いやすい。また、環境省の大気汚染物質量排

出総合調査データを使うことにより、大規模発生源の鉛直分解も可能である。しかし、粒

子状物質の粒径別化学成分と VOC 成分については、自動車以外の発生源データに関する

データが少ないため、組成分解を如何に行うかが課題となっている。 
 

2.6.2. モデルの事例 
2.6.2.1. 国内の事例 
 国内でエアロゾルを対象としたシミュレ－ションモデルは、行政調査用には解析型モデ

ルが、研究用には数値型モデルが使用されることが多い。このうち、PM2.5 を対象とした
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調査・研究事例は、特に解析型モデルにおいて少ないため、ここでは SPM を対象とした

事例も含めて取り上げる。 
 解析型モデルは、環境省や東京都などの地方自治体における調査において頻繁に使用さ

れてきた。とりわけ、浮遊粒子状物質汚染予測マニュアル（浮遊粒子状物質対策検討会

(1997)）は、数値型モデルについても触れてはいるが、解析型モデルを推奨する形で多く

のスペースを使って紹介している。最近の環境省調査においても、このマニュアルに準拠

する形で解析型モデルを使用して、関東地域や関西地域における SPM 年平均濃度を計算

し、発生源別寄与濃度の推計や将来予測を行なっている（数理計画(2003)、数理計画(2006)）。
また、東京都においても類似の解析型モデルを使用して、都内を対象とした同様な解析を

実施している（財団法人計量計画研究所(2002)）。なお、財団法人計量計画研究所(2002)
の解析モデルでは、２次エアロゾル生成モデルの再構築と成分濃度に対する実測データに

よる再現性の検証がなされ、解析型モデルが改良されている。 
これらの解析型モデルは、以下のような特徴がある。 

①SPM 年平均濃度の再現性が高い。 
②数値型のモデルと比較して単純なモデルのため、少ない情報により環境濃度を推計でき、

計算も容易であるが、エアロゾルの変質や粒径分布を考慮していない、領域外からの流

入はバックグラウンドとして成分別の一定値を与える、単純な拡散場・輸送場を仮定し

ている、などの課題もある。 
③二次エアロゾル生成モデルでは、前駆物質量とエアロゾル生成量の間に比例関係（擬一

次反応）を仮定した解析モデルもしくは統計モデルを使用しており、硝酸・硝酸塩や SOA
の生成反応など複雑で非線形な過程を考慮していない。 

④国際的にあまり認知されていないモデルである。 
 
 一方、数値型モデルを使用したシミュレーションとしては、兼保ら(2002)、Ohara ら

(2003)、財団法人石油産業活性化センターJCAP 推進部(2005)、大原と望月(2006)、速水

(2007)などがあげられ、いずれも３次元オイラー型モデルが使用されている。兼保ら(2002)
は、光化学反応モデルをベースにエアロゾル化過程を加えた、３次元オイラー型モデルを

開発し、関東地域・冬季の短期高濃度期間を対象としたシミュレーション計算を行った。

この研究は、我が国において３次元オイラー型モデルを使用してエアロゾルの動態を解析

した先駆的研究である。Ohara ら(2003)、大原と望月(2006)、速水(2007)はいづれも、米

国環境保護庁(US EPA)で開発された３次元オイラー型モデル CMAQ（Community 
Multiscale Air Quality modeling system; Byun と Ching(1999)）を利用し、関東地域を

対象にシミュレーション解析を行っている。このうち、Ohara ら(2003)が JCAP による観

測が実施された 1999年 12月の短期高濃度を対象としているのに対し、大原と望月(2006)、
速水(2007)では、１年間を対象とした長期間シミュレーションを実施し年間解析している。

また、大原と望月(2006)、速水(2007)では、東アジアスケールのシミュレーションを同時

に実施し、その結果を関東スケールモデルの境界濃度として与えることにより、越境汚染

を含む関東地域外からの流入を考慮している。一方、財団法人石油産業活性化センター

JCAP 推進部(2005)ではモデルの特性を考慮して、東アジアスケールから関東スケールを

CMAQ で計算し、その計算結果を境界条件として、関東地域内部を高解像度の URM
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（Urban Regional Model；米国の Georgia Institute of Technology が開発した３次元オイ

ラー型モデル。モデルメッシュを可変にできる、粒径分布に Sectional model を採用して

いるといった特徴を持つ）を使って計算する手法を採用した。 
 環境省が実施した調査では、VOC と SPM 及び光化学オキシダント生成との関係を把握

するために、数値モデルを使用したシミュレーションも実施されている（財団法人日本気

象協会(2003)、エヌエス環境株式会社(2007)）。このうち、平成 14 年度の調査（財団法人

日本気象協会(2003)）では独自に開発した３次元オイラー型モデル（兼保ら(2002))と同様）

を使い、関東地域（2000～2002 年の夏・冬 4 期間）、関西地域（2002 年の夏・冬２期間）

を対象としたシミュレ－ションを実施した。その報告書によると、SPM のモデル再現性に

関して、「日平均濃度レベルで、SPM 濃度を適切に再現しうるものであり、本モデルを用

いて SPM 日平均濃度予測シミュレーションを行った場合、その得られる結果の妥当性は

充分に確保されるものである」と評価している。更に、この調査では、固定発生源排出削

減シミュレーションや代表日 16 日におけるシミュレーションの重ね合わせによる年平均

濃度の算出も行われている。一方、平成 18 年度調査（エヌエス環境株式会社(2007)）では

CMAQ(Ver.4.6)を使い、2001 年３期間の関東地域を対象としたシミュレ－ションを実施し

ている。その結果によると、夏季の光化学オキシダントの再現性は高いが、SPM について

は引き続き検討が必要である。 
  
2.6.2.2. 欧米の事例 
 Holmes と Morawska(2006)は、エアロゾルのシミュレーションモデルについてレビュ

ーしている。そこでは、エアロゾルモデルを含まない拡散モデルとして、ボックスモデル

３種類、ガウス型モデル９種類、ラグランジュ／オイラー型モデル３種類、流体力学モデ

ル３種類、エアロゾルモデルを含むシミュレーションモデルとして 11 種類のモデルを取

り上げている。このうち、詳細なエアロゾルモデルを含む領域モデルとして以下のような

モデルについて概説している。 
・ CIT (California/Carnegie-Mellon Institute of Technology) 
・ URM-1ATM (Urban-Regional Model)  
・ UAM IV (Urban Airshed Model with Aerosols Version 4) 
・ CALGRID (California Photochemical Grid Model) 
・ UNI-AERO (EMEP Aerosol Dynamics Model) 
・ RADMⅡ + RPM (Regional Acid Deposition Mechanism + Regional Particulate 

Model) 
・ AEROFOR2 (Model for Aerosol Formation and Dynamics) 
・ CMAQ-MADRID (Community Multiscale Air Quality model - Model for Aerosol 

Dynamics, Reaction, Ionization and Dissolution)  
 
 上記には含まれていないが、米国では CMAQ を使用した多数のモデルシミュレーショ

ンが実施されており、その例を紹介する。CMAQ(ver.4.4)による PM2.5 の再現性を示す事

例を図 2.6.1 と表 2.6.2 に示す。図 2.6.1 は、米国南東域で実施された観測キャンペーン

SOS(Southern Oxidants Study)中の 1999 年夏季 10 日間における PM2.5濃度のモデル再
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現性を示す(Zhang ら(2006))。ここでは、モデル領域が異なる２種類（水平メッシュ 32km
で全米をカバーしたケースと水平メッシュ 8km で米国南東域を計算領域としたケース）

のモデル結果が示されている。図 2.6.1 から、モデル再現性は比較的高いが、OM（有機エ

アロゾル）を過小評価していることがわかる。一方、表 2.6.2 は 2001 年１年間の計算結果

を米国の３種類の PM モニタリングネットワーク（IMPROVE, CASTNet, STN, AQS）の

観測結果と比較した結果を整理したものである(Eder と Yu(2006))。この表から、米国に

おけるモデル再現性の現況について、おおよそ把握できる。例えば、PM2.5 の平均バイア

ス（=[(モデル値-観測値)の平均]/観測平均値）は-3%と非常に小さいが、平均エラー（=[(モ
デル値-観測値)の絶対値の平均]/観測平均値）は 45%程度と大きい。 
 

 
図 3.2.6.1 PM2.5成分の観測濃度とモデル濃度の比較結果（Zhang ら(2006)） 
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表 2.6.2 米国モニタリングネットワーク観測濃度とモデル濃度の比較(Eder と Yu(2006)) 

 

 
2.6.3. シミュレーションモデル 
2.6.3.1. 国内の事例 
 これまで、国内においてシミュレーションモデルを用いて SPM や PM2.5 の発生源別寄

与濃度を計算した事例は少なく、解析型モデルを用いて簡略推計した行政的調査結果がほ

とんどである。 
 最近の環境省調査結果において、関東地域や関西地域における SPM の発生源別寄与濃

度が推計されている（数理計画(2003)、数理計画(2006)）。ここで使用したモデルの概要は

3.2.6.2 に示したとおりである。平成 12 年度の関東地域における推計結果によると、寄与

率は自然起源 31%、工場・事業場 29%、自動車 28%となっており、一次エアロゾルと二

次エアロゾルの割合は 43%と 57%である。また、発生源別の一次エアロゾルと二次エアロ

ゾルの割合は、工場・事業場では 1:8 と二次エアロゾルの割合が高く、自動車ではおおよ

そ 7:5 と逆に一次エアロゾルの割合が高い。また、平成 17 年度対象の関東４都県平均（一
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般局）の結果を表 2.6.3 のとおりである。この結果によると、関東地域では自然起源 37%、

工場・事業場 38%、自動車 11%で、平成 12 年度の結果に比べると SPM 濃度レベルが約

2/3 となったことにより、自然起源の寄与率が増加したのに対し、自動車対策効果による

排出減のため自動車寄与率が急減した結果となっている。一次エアロゾルと二次エアロゾ

ルの割合は37%と63%であり、二次エアロゾルの割合が平成12年度よりも増加している。 
 
表 2.6.3 平成 17 年度の発生源種類別 SPM 寄与濃度（関東:一般局平均）（数理計画(2006)） 
 
 
 
 
 
 
 
 一方、平成 12 年度の東京都区部の一般局を対象とした SPM の発生源別寄与濃度の推計

結果（財団法人計量計画研究所(2002)）によると、自動車 35%、自然起源などのバックグ

ラウンド(BG)33%、工場・事業場（都外の民生を含む）20%であり、平成 12 年度対象の

環境省調査結果に比較的近い結果となっている。更に、東京都調査では PM2.5濃度も推計

されている。PM2.5 の発生源別寄与率は、自動車 38%、自然起源などの BG24%、工場・

事業場（都外の民生を含む）25%であり、自然起源などの BG 以外は SPM の場合と近い。 
 数値モデルを使用した計算結果は、速水(2007)の他には見当たらない。速水(2007)は関

東地域における人為起源排出量の削減による二次生成無機エアロゾル（NO3-, SO42-, 
NH4+）に変化に着目し、次のような結論を得ている。 

 
図 2.6.2 人為起源排出量を抑制した場合の二次生成無機エアロゾル(SIA)濃度の変化（関

東地域；年平均濃度の地域平均）。A80,A50,A00 は各々、人為起源排出量を 80%、50%、

0%にしたケースを示す（速水、2007）。 
 
・二次生成無機エアロゾル(SIA: Secondary Inorganic Aerosol)合計の年平均値は排出量抑

制に伴って減少するが、人為排出量を全くなくした場合でも、その減少量は 30%にすぎ

ない。また、濃度の減少は夏季に大きいが、冬季には排出量を極端に減少しない限り濃

度は減少せず、逆に上昇する場合もある。こうした SIA 濃度の変化は、主に NO3-の変

実測値

（μg/m3) （％） （μg/m3) （％） （μg/m3) （％） （μg/m3) （％） （μg/m3) （％） （μg/m3) （％） （μg/m3) （％） （μg/m3) （％） （μg/m3)

工場・事業場 0.48 2.1 0.57 2.5 2.50 10.7 1.37 5.9 1.17 5.0 2.84 12.2 8.93 38.4

自動車 0.83 3.6 0.47 2.0 0.01 0.0 1.11 4.8 0.00 0.0 0.14 0.6 2.56 11.0

浅薄 0.10 0.4 0.00 0.0 0.57 2.4 0.12 0.5 0.00 0.0 0.00 0.0 0.79 3.4

群小等 0.27 1.1 0.00 0.0 0.15 0.6 0.21 0.9 0.03 0.1 0.04 0.2 0.70 3.0

航空機 0.21 0.9 0.01 0.0 0.14 0.6 0.19 0.8 0.00 0.0 0.01 0.0 0.56 2.3

屋外燃焼 0.25 1.1 0.00 0.0 0.00 0.0 0.00 0.0 0.00 0.0 0.00 0.0 0.25 1.1

建設機械類 0.30 1.3 0.00 0.0 0.01 0.0 0.57 2.4 0.00 0.0 0.04 0.2 0.92 4.0

自然界起源 3.53 15.2 5.02 21.6 8.54 36.7

合計 2.44 10.5 1.05 4.5 6.90 29.6 3.57 15.4 1.21 5.2 3.08 13.2 5.02 21.6 23.26 100.0 29.88

発生源

ばいじん（PM） 粉じん・ダスト 土壌・海塩 合計硫酸塩 硝酸塩 塩化物塩 HC由来
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化に支配されている。一方、SO42-と NH4+は関東地域外からの流入の影響が大きいため、

関東地域内の排出量抑制効果は小さい。（図 2.6.2） 
・NO3-と原因物質である NOx 排出量の関係が非線形なため、SIA 濃度に対する発生源寄

与を、対象発生源を除外する方法（いわゆる、ゼロエミッション法）で推計することは

問題がある。排出量を徐々に変えたシミュレーション計算を繰り返して、排出量と濃度

の関係を求める方法が有用であると考えられる。 
 
 道路沿道においても、一般環境と同様に、行政目的では解析型モデルが、また、研究目

的には CFD（Computer Fluid Dynamics）モデルのような数値型モデル（例えば、財団

法人石油産業活性化センターJCAP 推進部(2005)）が使用されることが多い。SPM の発生

源別寄与濃度を推計した平成 18 年度の環境省調査（数理計画、2006）では、既述したよ

うな一般局における推計結果とともに、自動車排出ガス測定局（自排局）を対象とした計

算結果も解析型モデルを用いて算出している。平成 17 年度対象の関東４都県平均（自排

局）の結果によると、自然起源 29%、工場・事業場 34%、自動車 24%であり、自動車寄

与率が一般局平均の約 2 倍になっている。 
 
2.6.3.2. 国外の事例 
 Kleeman と Cass(1998)、Kleeman と Cass(2001)は、ラグランジュ型モデルもしくは３

次元オイラー型モデル CIT をベースに、10 種類の発生源から排出される一次エアロゾル

の動態を発生源種類毎に計算することにより、レセプターにおける発生源別寄与濃度を推

計している。このモデルでは、最大 10 種類のエアロゾル成分数、最大 15 の粒径セクショ

ン数で計算している。図 2.6.3,4 は米国ロスアンゼルス周辺地域を対象に計算した時の結

果を示す。ここで、図 2.6.3 は、大気中で気相からエアロゾル相に変化し、一次エアロゾ

ルに凝縮した二次エアロゾルも、その一次エアロゾルの発生源寄与分として計上されてい

る。一方、図 2.6.4 では、一次エアロゾルと二次エアロゾルを区分して評価した場合であ

る。この図で示されるように、一次エアロゾルについて、粒径別成分別に発生源別寄与濃

度を計算することが可能である。 
Lane ら(2007)は、３次元オイラー型モデル PMCAMx を用いて、米国東部地域の 17 日

間における EC と一次 OC(POC)の発生源別寄与濃度を計算し、この結果をレセプターモ

デル CMB と比較した。その結果によると、PMCAMx によって計算された POC 濃度は、

実測の全濃度及び CMB による寄与濃度に比べて全体的に過大である。また、発生源寄与

率についても CMB と PMCAMx の違いは大きい。EC についても同様な傾向を示す。こ

のような違いが生じる最大の原因は排出インベントリにあると考えられ、特に、天然ガス、

薪燃焼、バイオマスバーニングの不確かさが大きいと指摘されている。 
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図 2.6.3 発生源種類別粒径別成分別 PM 濃度  図 2.6.4 発生源種類別粒径別成分別 PM 
の例(Kleeman と Cass ,2001)        の例(Kleeman と Cass ,2001) 
（一次エアロゾルに凝縮した二次エアロゾルも （二次エアロゾルを区分して評価した場合） 
 発生源寄与分として計上した場合） 

 
 
2.6.4. まとめ 
本節では、エアロゾルの発生源別寄与濃度や対策効果の評価、将来予測などを行なうシ

ミュレーションモデルの概要を紹介した。 
エアロゾルの発生源別寄与濃度を推計する場合には、一般的に、前項 3.2.5 のレセプタ

ーモデルが使用される(EPA(2004)）。一方、シミュレーションモデルで発生源別寄与濃度

を算出するためには、発生源から排出される一次粒子ならびに２次粒子の前駆ガスが大気

中で輸送・変質・沈着する複雑な物理化学過程をシミュレートする必要があり、排出イン

ベントリとモデルにおける不確実性は大きい。しかし、シミュレーションモデルは、発生

源別寄与濃度の時空間分布を計算できること、発生源地域や個々の発生源からの寄与濃度

を推計できること、対策効果の評価や将来予測に使用できること、といったレセプターモ

デルにはないメリットがある。 
国内でエアロゾルを対象としたシミュレ－ションモデルは、行政調査用には解析型モデ

ルが、研究用には数値型モデルが使用されることが多い。一般的に、数値モデルは解析モ

デルに比べて、計算負荷が大きく（特に、年平均値のような長期評価や多数ケースの感度

解析を行う場合）、また、SPM 濃度の現況再現性が悪い場合が多いといった課題がある。 

一方、解析モデルでは扱わない（もしくは、非常に簡略化して扱う）エアロゾルの変質や

粒径分布、二次エアロゾル生成、領域外からの流入、複雑な拡散場・輸送場での物質輸送

などを詳細にモデル化でき、排出データが正確であれば、より確かな結果が得られる。特
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に、発生源対策により一次エアロゾルが低減し、相対的に二次エアロゾルの割合が増加し

ている現状を考慮すると、数値モデルの必要性・重要性が増していると考えられる。 
 一方、数値モデルにも課題があり、その一つとして、有機エアロゾル、特に SOA を過

少評価していることがあげられる。例えば、近藤ら(2006)は、東京・駒場で夏季に観測さ

れた SOA に対し、mechanism model を用いても 1/3～1/6 程度しか説明できないと指摘し

ている。この原因としては、SOA モデルとともに SOA 前駆物質の排出インベントリの問

題も考えられる。一方、Takahashi ら(2007)による 14C を使った解析結果によると、東京

都心で初冬季に観測された PM2.1 中の炭素粒子のうち、生物起源が約 50%を占めており、

これらの知見から生物起源の影響があることも指摘されている。 
 なお、国内において一次エアロゾルの発生源別寄与率をシミュレーションモデルで評価

した場合、レセプターモデルによる結果と大きな乖離が生じる可能性がある。国内では、

このような比較資料が皆無であるため、第一に両者の比較研究を実施することが重要であ

り、その結果も踏まえて、排出インベントリの改良を進める必要がある。 
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